
 

 

 

 

保保育育所所とと幼幼稚稚園園ににつついいてて  

 
 

 

平 成 １ ５ 年 ４ 月 ９ 日 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 



区 分 保 育 所 幼 稚 園

施 設 の 性 格 児童福祉施設 学校

対 象 児 童 就学前の保育に欠ける児童 就学前の幼児０歳から 満３歳から

入 所 市町村と保護者の契約 保護者と幼稚園との契約(入所希望を配慮)

開 設 日 数 ３００日以上（春、夏、冬休みなし） ３９週以上(春、夏、冬休みあり）
※ 休日、祝祭日も対応

保 育 時 間 の開所 を標準１１時間以上 ４時間
(平成14年度交付決定ベース) (平成14年6月)※ 延長保育 10,600か所 ※ 預かり保育 8,473か所
(平成14年7月)夜間保育 55か所
(平成14年度交付決定ベース)休日保育 354か所

保育士(教諭) ０歳 ３：１ １学級 ３５人以下
の 配 置 基 準 １・２歳 ６：１

３歳 ２０：１
４・５歳 ３０：１

保 育 料 ・市町村ごとに保育料を設定 ・私立幼稚園は各幼稚園ごとに、公立幼稚園は市町村
(低所得者に対する公的助成有(就園奨励費）)・所得に応じた負担 ごとに設定

施 設 基 準 保育室、遊戯室、屋外遊戯場、調理室、便所 保育室、遊戯室、保健室、運動場、便所、飲料水用設
備、職員室等

保 育 内 容 保育所保育指針（養護＋教育） 幼稚園教育要領（教育）

○ 保育所は、親の就労等の事情により家庭における保育を受けられない児童に対して

保育（養護＋教育）を行う福祉施設であるのに対して、幼稚園は、親の希望により幼
児教育の観点から教育を行う学校である。

保育所と幼稚園
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・ 就学前児童数（０歳から５歳まで）の推移（万人） ・ 保育所児童数と幼稚園児童数の推移

（資料）総務省「人口推計年報 （各年１０月１日現在 。 （資料）保育所児童数： 福祉行政報告例 （厚生労働省（各年４月１日現在 、」 ） 「 」 ））

平成１４年については、月報４月１日現在。

幼稚園児童数： 学校基本調査 （文部科学省（各年５月１日現在 。「 」 ））

○ 就学前児童数が減少傾向にある中で、近年における共働き家庭など子育てしながら

、 、 。働いている者の増加に伴い 平成７年以降 保育所を利用する児童数は増加している
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（ ）・ 延長保育、夜間保育、休日保育の実施か所数 ・ 保育所児童数の年齢別伸び率 指数：平成元年＝１

Ｈ６ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４

1,649 5,125 8,052 9,431 10,600延長保育

37 43 46 49 55夜間保育

152 271 354休日保育 － －

※ 平成１４年度の延長保育及び休日保育の実施か所数は交付

決定ベース。

夜間保育については、平成６年度及び平成１１年度から平

成１３年度までは、各年度４月１日現在。平成１４年度は７

月１日現在。

、 、 、○ 近年 保育所については 女性の本格的な就業や就業形態の多様化などを反映して

延長保育、夜間保育、休日保育といった多様な時間帯、年間を通じた保育に対する需

要の増大、０～２歳児の受入れの増加など、幼稚園の機能との差が拡大している。
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○ 近年における地域の子育てニーズの多様化については、保育所、幼稚園、地域の様々な子育

て支援という地域における子育て資源をいかに活用するかという観点から、総合的に対応して

いくことが重要と考えている。 

○ その中で、保育所と幼稚園については、地域の実情を踏まえた相互の連携をより一層強化す

ることが重要。 

保育所 幼稚園 

子育て支援事業 

連携の強化 

家庭における子育てニーズ 
保育、延長・夜間・休日保育、教育、

子育て相談、一時預かり 等 

保育ママ 

地域子育て支援 

センター 

つどいの広場 

ファミリー・サポ 
ート・センター 

幼稚園預かり保育 

一時保育 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１０年 保育所と幼稚園との施設の共用化指針の策定 

共用化事例 １７１件（合築５９、併設２９、同一敷地内８３）（平成１４年５月現在） 

平成１１年 

平成１２年 

学校法人立保育所 １７か所（平成１４年１０月現在） 

平成１４年 

保育士養成施設資格取得者のうち幼稚園教諭免許所有者の割合 ８３．７％（平成１３年度） 

保育所と幼稚園の連携の強化に関する取組 

幼稚園教育要領との整合性が図られるよう保育所保育指針を改定 

学校法人による保育所設置を可能に（設置主体制限の撤廃） 

保育士資格と幼稚園教諭免許を同時取得しやすくするための養成課程等の見直し 

保育所と幼稚園の連携事例集の作成・情報提供 

これらの取組により、実質的には、既に地域のニーズに応えているものと考えている。 

近年の少子化や過疎化の進行により、保育所と幼稚園について、地域の実情に応じた設置・運営が求

められており、平成１０年以降、施設の共用化、資格の相互取得の促進等の連携を図ってきたところで

あり、今後とも、引き続き、地域においてすべての児童の健全な育成を推進する観点から、両施設の連

携の強化を図る方向で施策を進めるべきと考えている。 



 
 

保育所と幼稚園に関する一層の連携の強化（特区における対応） 

① 保育所の保育室において一定の条件の下で保育所児と幼稚園児を合同で保育することの容認 

② 保育所における私的契約児の弾力的な受け入れの容認 

③ 保育の実施に係る事務の教育委員会への委任 

構造改革特区に関する地方公共団体等からの第２次提案（平成１４年１１月

７日～平成１５年１月１５日の間に募集）において、保育所と幼稚園との関係

に係る提案がなされたことを受け、厚生労働省としては、以下の対応を行うこ

ととしている。 

※ 上記措置については、平成１５年１０月１日（予定）より、申請の受付を開始すること

としている。 

幼児数の減少、幼児同士の活動機会の減少等の事情にある地域において、 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保育所の調理室については、子どもの健やかな育成を図るという観点から、
下記の理由により必要であると考えている。 

 

  保育所では、延長保育、夜間保育といった多様な保育ニーズに対応している。この場合、保育所

では、昼食のみならず、おやつ、夕食を含め、また、子どもの年齢に応じ、複数回にわたる食事の

提供に対応することが必要。 

保育所の調理室について 

保育所では、０歳児を含め低年齢児の保育を行っている。特に、低年齢児については離乳食への

対応が必要であることや体調が変化しやすいこと、また、食物アレルギーへの配慮など、食事にお

いてもきめ細やかな対応が必要。 

① 一人ひとりの子どもの状態に応じたきめ細やかな対応 

② 多様な保育ニーズへの対応 

③ 「食事」を通じた子どもの健やかな育成 

 子どもの栄養状況の悪化や食生活の乱れといった状況に見られるように、子どもの食の状況が悪化

している。乳幼児期においても、子どもの心身の健やかな発育・発達の観点から、食事を通じた子ど

もの健やかな育成を図ることが必要。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、待機児童の増加等の課題に対応し、保育所整備を推進する観点から、

下記の規制緩和について、実施・検討。 

① 保育所の調理室において、スプリンクラー又は自動消火装置及び延焼防止措置が設置されて

いる場合においては、調理室以外の部分との防火区画を設けなくともよいものとする規制緩和

を実施（平成１５年１月施行） 

② 併設された社会福祉施設の調理室を兼用する場合と同様に、余裕教室に保育所を設置する場

合において調理室の兼用を可能となるよう検討し、平成１５年度中に措置。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】両資格の比較 

 保育士 幼稚園教諭 

資 格 取 得 

 

 

 

 

保育所で働く保育士 

（幼稚園で働く幼稚園教諭） 

・指定保育士養成施設卒 

平成１３年度 ３２，６１０人 

（うち、幼稚園免許同時取得 27,297 人（83.7％）） 

・保育士試験合格 

 

２４９，０３０人（平成１３年１０月現在） 

幼稚園教諭普通免許状 

・専修（大学院（修士）修了） 

・１種（大学卒） 

・２種（短大卒など） 

 

１０８，０５１人（平成１４年５月現在） 

保育士・幼稚園教諭の資格について 

○ 保育士資格は、保育所のみならず、乳児院、児童養護施設等の児童福祉施
設において児童の保育に従事する者に共通の資格である。 

○ 幼稚園と保育所の連携を一層促進する観点から、保育士資格と幼稚園教諭
免許を同時取得しやすくするための養成課程等の見直しを実施(平成１４年
４月施行)。 

○ 今後、保育士資格所有者と幼稚園免許所有者が相互にそれぞれの資格（免
許）を取得することを促進するための方策について検討を行う(平成１５年
度中)。 



 

○ 就学前児童に係る多様な子育て支援ニーズに対しては、保育所、幼稚園、地域
の子育て支援事業といった多様なサービスによる対応が必要であり、保育所と幼
稚園の両施設を制度的に単一の施設とすることでは、就学前児童に係る多様な子
育て支援ニーズには応えきれない。 

 
○ 地域の実情に応じた保育所と幼稚園の設置運営に係るニーズに対しては、施設
の共用化、資格の相互取得促進等の両施設の連携を図ることにより、このような
ニーズに応えてきたところ。 
さらに、保育所と幼稚園の一層の連携を強化するため、構造改革特区における

対応を行うこととしている。 
 
○ なお、厳しい財政状況を踏まえると、下記のような問題点がある。 

・ 就労等の特段の理由もなく保育に欠けない児童を含め、すべての児童に対し公費負担

を行う理由がないこと。また、待機児童ゼロ作戦の推進のため、待機児童に対する対策

をより優先すべきであること。 
 

保育所と幼稚園の両施設を制度的に単一の施設として位置付けることについて 


